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●いで・かずしげ氏
2008年広島大卒。理学療
法士。20年千葉大で医学
博士号取得後，同大予防
医学センター社会予防医
学部門特任研究員。同部
門特任助教を経て，23年
4月より現職。千葉県八街市を中心に介護予
防・障がい福祉・まちづくりにも従事する。
研究関心は，通いの場，Age︲Friendly cities。

どのような特徴があるのだろうか？　
まず，“歩く人が多いまちでは認知症
リスクが低い”という特徴がみえてき
た 1）。そして，そのようなまちでは，
歩道，公園や高齢者の外出目的の上位
である生鮮食料品店が整備されている
ということもわかった。こうした歩き
やすい・目的地があるという環境が行
動につながり，認知症になりにくいま
ちの一因となっている可能性がある。
次に，“社会参加している人が多いま
ちでは認知症リスクが低い”こともわ
かってきた。地域における通いの場，
スポーツや趣味の会などへ参加してい
る高齢者は，その後の要介護認定を受
けたり，認知症を発症したりしにくい
ことが個人を追跡した多くの縦断研究
でも報告されてきた 3）。さらに，驚く
べきことに，地域（おおよそ小・中学
校区相当）レベルで社会参加をしてい
る人の割合が高くなることで，その恩
恵が参加していない人にも及ぶ（参加
していない人も暮らしているだけで要
介護認定を受けたり，認知症を発症し
たりしにくくなる）こともわかった。
これは，地域組織に参加しやすい，人
とつながりやすい環境をつくること
で，参加者だけでなく，その地域全体
の高齢者の健康にも寄与することを示
唆している。

新しい予防：ゼロ次予防

　こうした個人を取り巻く地域・社会
環境の整備を重視した新しい予防の考
え方が「ゼロ次予防」である。世界保
健機関は「ゼロ次予防」を「原因とな
る社会経済的，環境的，行動条件の発
生を防ぐための対策を取ること」と定
義している 4）。これまでの一次・二次・
三次予防は，個人に着目したアプロー
チであった。それに対し，「ゼロ次予防」
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とはそこに暮らしていれば，本人がさ
ほど努力や我慢をせずとも，健康にな
ってしまうような地域・社会環境づく
りであり，元気な対象者から障がいを
もつ対象者まで，どの領域においても
基盤となる重要な考え方と言える 5）。
2024年度から開始される健康日本 21
（第三次）の概念図 6）においても，「自
然に健康になれる環境づくり」が新た
に加わった．今後，個人を取り巻く地
域・社会環境にアプローチする「ゼロ
次予防」は必須の考え方になると考え
られる。

暮らしているだけで健康にな
れるまちの社会実装

　千葉大学予防医学センターでは，ゼ
ロ次予防戦略に基づき，WACoの社会
実装とその効果評価に産学共創プラッ
トフォーム（OPERA）の一環として
取り組んできた。その中からヤマハ発
動機株式会社，アミタホールディング
ス株式会社との共同研究における社会
実装の事例をそれぞれ紹介する（図2） 1）。
　ヤマハ発動機株式会社は公道用電動
カートを活用した移動支援を展開して
おり，高齢者の外出・社会参加促進，
介護予防・健康増進の効果検証を実施
してきた。公道用電動カート導入前後
の調査により，利用者は非利用者と比
べて外出・行動範囲にとどまらず，介
護予防に重要であることがすでに明ら
かにされている心や人とのつながりの
良好な変化を感じていた。
　アミタホールディングス株式会社が
開発した互助共助コミュニティ型資源
回収ステーション（MEGURU STA-
TION®）はコミュニティ醸成機能と地
域資源の循環促進機能を融合した，多

●参考文献・URL
1）井手一茂，他．環境要因と健康格差．総
合リハ．2023；51（6）：603︲9.
2）日本老年学的評価研究機構．日本老年学
的評価研究．

3）井手一茂，他．通いの場づくり――日本
老年学的評価研究機構（JAGES）の知見から．
総合リハ．2021；49（12）：1163︲8.
4）World Health Organization（著），木原雅
子，他（訳）．WHOの標準疫学　第 2版．三
煌社；2008.
5）井手一茂．健康の社会的決定要因．牧田
光代（監）．標準理学療法学　地域理学療法学 
第 5版．医学書院；2022. pp224︲31.
6）厚労省．我が国における健康づくり運動．

様な人々が集う拠点である。MEGU-
RU STATION ®では，資源出しをきっ
かけに，住民同士による地域コミュニ
ティの活性化や多世代交流が生まれて
いる。開設前後の調査の結果，MEG-
URU STATION ®を週 1回以上利用し
た者はしていない者と比較し，健康へ
の意識や幸福感が 1～3割増加してい
た 1）。現時点では両者とも初期の評価
にとどまるが，公道用電動カート導入
や地域拠点設置により，高齢者を取り
巻く環境を変えることで，高齢者の健
康に関連する心理社会指標が良好に変
化していることが確認できている。今
後もWACo構築に向けた社会実装と
その効果評価への挑戦を継続していき
たい。
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　暮らしているだけで健康になるま
ち――。そんなまちは存在するのだろ
うか？　人間の行動や健康には，本人
の自覚や努力のみならず，個人を取り
巻くさまざまな環境要因が関係してい
るというエビデンスが徐々に蓄積され
てきている 1）。本稿では，まず，暮ら
しているだけで健康になるまちづくり
の根幹をなす“ゼロ次予防”の重要性
と科学的根拠について，われわれが取
り組む日本老年学的評価研究（Japan 
Gerontological Evaluation Study：JAG-
ES） 2）の知見より概説する。その上で，
暮らしているだけで健康で活動的にな
るコミュニティ（Well Active Commu-
nity:：WACo） 1）に関する千葉大学予防
医学センターの取り組みを紹介する。

市町村間で認知症リスクに 
最大約 4倍の差がある

　JAGESでは，北は北海道から南は
九州までの多くの市町村と共同し，要
介護認定を受けていない 65歳以上の
高齢者を対象とした全国規模の大規模
調査を 3年に 1回実施してきた 2）。直
近の 2022年調査（75市町村，約 22.8
万人を対象）より，認知症のリスクと
される買い物，食事の用意，公共交通
機関利用などの手段的日常生活動作
（IADL）の低下者割合を市町村ごとに
集計し，比較したものが図 1である。 
IADL低下者割合は，2.3％から 9.7％
（平均 6.5％）と，最大 7.4ポイントの
市町村差があった。つまり，暮らして
いるだけで 4.2倍認知症になりやすい
まちが存在していた。

認知症になりにくいまち， 
その特徴は？

　では，認知症になりにくいまちには

●図 1　認知症リスク（IADL低下者割合）の市町村差（文献 2より）
JAGES2022調査（参加 75市町村）における IADL低下者の割合。1つの棒が 1市町村を示す。
各市町村の高齢化の影響を取り除くために，要介護認定を受けていない前期高齢者に限定している。
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●図 2　WACoの社会実装事例
コミュニティ醸成機能と地域資源の循環促進機能を融合した MEGURU STATION ®（左上，左下，
右上）と，公道用電動カートを利用した高齢者の移動支援（右下） 

資源回収BOX

住民ボランティアと
利用者間の交流

公道用電動カートを
活用した移動支援

交流スペース

小型バイオガス装置「MEGURUｰ
BIO®」によって，生ごみからでき
た液肥
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